
 



は  じ  め  に 

 

第５次東郷町総合計画に掲げた将来都市像「人とまち みんな元気な 環境

都市」の実現に向けて、事業を計画的に推進するとともに、健全な行財政運営

を図るため３年間の財政見通しを踏まえ平成２７年度から平成２９年度までの

３か年の間に取り組む主要な事務事業の内容を示す第５次実施計画を策定しま

した。 

昨年は、日本創成会議において将来推計人口を基に試算をした結果、２０４

０年には５２３の自治体において人口が１万人を下回るとの報告があり、日本

全体での人口減少問題への対応が必要となりました。一方、アベノミクス効果

による景気回復が期待されるなか、一部の大企業では若干の景気回復傾向にあ

りますが、中小企業にはまだまだ効果が見えていない状況です。 

地方自治体を取り巻く財政事情が依然として厳しいなか、本町の歳入におい

ては、景気回復に伴う個人所得税の増額を見込んでいますが、町税全体では財

源の確保が困難となっています。また、歳出においては、老朽化に伴う公共施

設の改修費などが増加傾向にあるなか、社会情勢の変化や多様化する行政ニー

ズに的確に対応していく必要があり、厳しい行財政運営が予想されます。 

このような状況の中で、社会・経済情勢の変動に関する実態を的確に把握し、

本町の実情に合ったきめ細やかな施策を立案して、限られた財源を効果的かつ

効率的に配分することにより、今後も「まちの中心核づくり」、「子育て支援」、

「健康づくり」を３つの柱としたまちづくりを推進してまいります。東郷町に

住んで良かったといえる、また、未来の子どもたちに誇れるまちにするため、

住民の皆様にとって真に必要なサービスを提供し、総合計画に掲げるまちの実

現に結びつくよう努めてまいります。 

この第５次実施計画では、平成２７年度から平成２９年度までの３か年の間

に取り組む具体的な各種事務事業を明らかにしていますが、予算、条例などに

より議会の議決等をいただいてから実施するものであります。すべての面にお

いて住民の皆様を始め関係各位のご協力が必要な計画であり、今後とも一層の

ご理解、ご協力をお願い申し上げます。 

 

東 郷 町 長  川 瀬 雅 喜 
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１ 実施計画の策定について 

⑴ 実施計画策定の目的 

第５次総合計画に掲げられた町の将来都市像「人とまち みんな元気な 環境都市」

を実現するために定めた基本計画を各種事業として具体化し、本町がバランスよく発

展していくために策定するものです。 

 

⑵ 実施計画期間 

平成２７年度から平成２９年度までの３か年とします。 

 

⑶ 実施計画の性格 

ア 「５つの基本目標」と「計画の進行管理」を実現するために、現実の社会事情の

中でどのように実施していくかを明らかにし、予算編成の指針とするものです。 

イ 計画の期間は３年間ですが、社会情勢、町財政事情、事業の熟度等の推移に対応

するため毎年見直しを行い、向こう３か年の計画を策定するローリング方式を採用

しています。 

ウ 実施計画に計上された事業は、町議会の予算や条例の議決等、所定の手続きを経

た後初めて実施されるものであり、実施計画に計上されたことだけで事業実施が決

定されるものではありません。 

 

⑷ 実施計画の構成 

ア 第５次総合計画の基本計画の構成に準じて、「５つの基本目標」を柱としてとりま

とめました。 

イ 実施計画の対象事業を次のとおりとしました。 

(ア) ハード事業 

① 用地取得事業 

賃貸の場合も含む。土地開発公社への償還金は除く。 

② 施設・インフラ整備関係事業 

１件の工事又は路線当たり 1,000 万円以上の事業。また、複数年にわたる事

業は、総額が 1,000 万円以上のもの。 

なお、インフラを整備するために総額配当されているものは除く。 

③ 備品整備事業 

買替えやシステムの導入・更新・改修のほか、備品購入費、賃借料、使用料

及び負担金により予算措置するものを含む 500 万円以上の事業。また、リース

等の場合はリース等の総額、複数年にわたる事業は総額が 500 万円以上のもの。 

④ 補修工事等のための調査、診断等の委託事業 

⑤ 負担金等の交付により他団体が施行する事業 

(イ) ソフト事業 

① 制度改正を行う事業 

補助金等、扶助費及び年間 100 万円以上のその他の事業。 
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② 計画策定事業 

③ 事業の見直しにより、廃止及び統合する事業 

(ウ) その他の事業 

① まちづくり施策に掲げられた事業 

② 新規事業 

③ 一部事務組合負担金 

④ 投資的事業に充当する基金の積立て又は特定目的基金の新設 

なお、本計画に掲載していない重要な事業もありますが、それらは継続的に実施

していることから経常的な経費として取扱い、予算段階で計上しています。 

ウ 第５次総合計画の基本計画では１０３項目の数値目標を設定しています。 

なお、設定した数値目標の中には、本計画に掲載されていない経常的な事業を含

めた複数の事業により達成されるものもあります。また、目標管理として事業の進

捗状況を次の記号で示しています。 

◎ 平成３２年度目標を達成している事業 

○ 平成３２年度目標を下回っているが平成２７年度目標を達成している事業 

△ 平成２７年度目標を下回っているが平成２１年度より進捗している事業 

× 進捗していない事業 

 

⑸ 実施計画策定の手順 

ア 策定方針の決定 

イ 財政見通しに基づく事業費執行可能額の想定 

ウ 各部等における計画の立案 

エ 実施計画担当部局における査定及び調整 

オ 町長による裁定 
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２ 計画の概要 

⑴ 実施計画期間の財政見通し（普通会計ベース） 

ア 歳入の見通し 

① 町税については、過去の実績及び平成２６年度の決算見込額、また、経済不況

の影響等を考慮し算定しました。 

② 地方譲与税等は、各年度、平成２６年度決算見込額、来年度の見込み等を考慮

し算定しました。なお、地方交付税については、特別地方交付税を推計しました。 

③ 分担金及び負担金などや国県支出金については、過去の実績、平成２６年度の

決算見込額、来年度の見込み等を考慮し算定しました。 

④ 町債については、実施計画事業の実施における必要額及び臨時財政対策債を推

計しました。 

イ 歳出の見通し 

① 人件費は、平成２６年度当初予算をもとに報酬の伸び、定期昇給、給与改定等

を考慮し算定しました。 

② 扶助費は、平成２６年度の当初予算額と過去の推移を参考に算定しました。 

③ 物件費は、平成２６年度の当初予算額と過去の推移を参考に算定しました。 

④ 補助費等は、平成２６年度の当初予算額と過去の推移を参考に算定しました。 

⑤ 繰出金等については、特別会計への繰出金を過去の推移を参考に算定しました。 

⑥ その他については、普通建設事業費等について算定しました。 

⑦ 公債費については、借入済町債償還額をもとに算定しました。 
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⑵ 財源の確保 

ア 計画期間中における歳入歳出の財政見通しから、実施計画事業に充当できる一般

財源相当額を算定しました。 

一般財源歳入総額２５，７８５百万円（Ａ）に対し、「経常的に必要な経費」及び

「後年度財政負担等」の所要財源は２５，１４７百万円（Ｂ）であり、これを差し

引いた６３８百万円（Ｃ）が計画期間中の実施計画投資的事業に充当できる一般財

源となります。 

（単位：百万円） 

区   分 

今回の計画期間 

(平成27～29年度) 

の一般財源相当額 

前回の計画期間 

の一般財源相当額 

 
今回の計画期間

の総額（参考） 

歳 
 
 
  

入 

 町税 

 地方譲与税等 

 分・負担金等 

 国県支出金 

 町債 

 その他 

１８，５０７ 

３，５６６ 

８７ 

０ 

１，３８０ 

２，２４５ 

１８，０７９ 

４，３００ 

８６ 

０ 

１，４８０ 

１，７８８ 

 １８，５０７ 

３，５６６ 

９９５ 

６，０５１ 

３，０００ 

３，８４８ 

 歳入合計（Ａ） ２５，７８５ ２５，７３３ 
 

３５，９６７ 

歳     
出 

経常的に必要な経費 

人件費 

扶助費 

物件費 

補助費等 

繰出金等 

その他 

実施計画経常経費分 

後年度財政負担等 

公債費 

債務負担行為 

実施計画事業費 

 

５，４５５ 

３，０６１ 

５，１９３ 

３，７０５ 

２，７００ 

７２４ 

 

 

３，８１５ 

４９４ 

 

 

５，３２８ 

２，７７９ 

５，２１６ 

３，６８９ 

２，８９８ 

８１０ 

― 

 

３，７１１ 

４９８ 

― 

  

６，０１１ 

６，６９８ 

７，６０４ 

３，９７８ 

３，１３４ 

７２４ 

△５，３９６ 

 

３，８１５ 

４９４ 

８，８７６ 

歳出合計（Ｂ） ２５，１４７ ２４，９２９ 
 

３５，９３８ 

     

実施計画充当可能額（Ｃ） 

｛（Ａ）－（Ｂ）｝ 
６３８ ８０４ 

 
 

 

＊ 地方譲与税等：地方譲与税、利子割交付金などの交付金、ゴルフ場利用税、地方

交付税 

分・負担金等：分担金及び負担金、使用料及び手数料 

その他(歳入)：財産収入、繰入金、繰越金、諸収入 

補 助 費 等 ：維持補修費、補助費等 

繰 出 金 等 ：繰出金、積立金 

その他(歳出)：普通建設事業費など 
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イ 今回の計画では、実施計画事業のうち物件費、扶助費などの経常的に必要な経費も

含め実施計画事業として捉えたことから、「今回の計画期間の総額（参考）」において

は、これらの経費５，３９６百万円を経常的に必要な経費から控除し、実施計画事業

費としています。 

 

 

⑶ 会計別計画事業費総括表（平成２７年度～平成２９年度） 

今回の計画には、普通会計以外の特別会計分が含まれています。実施計画で計上し

た事業の会計別の３か年分の事業費等は、次のとおりです。 

（単位：百万円） 

会 計 名 事業費 特定財源 一般財源 
 

うち投資的経費 

一般会計 7,976 2,558 5,418 560 

国民健康保険特別会計 3 0 3 3 

国民健康保険 

東郷診療所特別会計 
20 14 6 △24 

後期高齢者医療特別会計 0 0 0 0 

介護保険特別会計 117 71 46 4 

下水道事業特別会計 759 538 221 67 

合   計 8,875 3,181 5,694 610 

 

 

 

 

 



37,964

537,653

利用しやすい公共施設

-

安心して子育てができる環境をつくる

子どもが安全・健全に育つための支援

699,890

予防対策の充実及び長寿社会に対応した保健体制の確立

感染症予防の推進

-

-

こころのバリアフリー化

-

20,312

福祉サービスを充実するとともに地域との連携を図る
133,307

42,084

誰もが元気に暮らせる健康づくりを支援する
147,096

18,524

安心して医療を受けられる体制をつくる
20,312

誰もが安心して自立した生活ができる社会をつくる
10,520

国民年金業務の適正な運営

介護保険制度の適正な運用

高齢者の福祉サービスの充実

地域福祉活動の推進

(22.4%)

(4)部門別計画事業費総括表（平成27年度～平成29年度）

単位（千円）

健康で元気に暮らせるまち

総合計画の体系別に実施計画で計上した事業の３か年分の事業費は次のとおりです。

1,987,729 国民健康保険制度の適正な運用

-

一次予防の推進

地域ぐるみの健康づくりの推進

障がい者の就労機会の拡大

障がい者福祉サービスの充実

Ⅰ

高齢者の社会参加

保育園・幼稚園の施設の整備

-

976,604

2,524

後期高齢者医療制度の適正な運用

3,380

599

12,069

92,490

-

941,880

32,200

福祉医療制度の適正な運用

地域福祉体制の充実 33,304

124,273

-

子育て支援の充実

介護サービスの充実

-

保育サービスの向上

母子・父子福祉の充実

20,034

7,597

食育の推進

かかりつけ医制度の推進

救急医療体制の充実

地域医療の充実

-

5,445

社会保障制度を適切に運用する

-

-

50,322

5,075

-

-
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-

-

-

-

文化財の保存と継承

郷土愛や誇りの持てる地域文化を育む
0

-

多文化の人々が共生できる社会をつくる
0

-

青少年の健全な育成を進める
0

1,380,917学校教育環境の整備・充実

19,651

誰もがスポーツに参加できる環境を整える
0

-

-

-

郷土資料館の充実

文化団体の活動促進

教育環境を充実し、家庭や地域との連携を図る
1,472,440

70,372

1,530,819 (17.25%)

町民相互の絆を深める

行政と地域が一体となった青少年健全育成活動

-

国際交流の推進

-

-

-

次代を担う子どもたちの生きる力を育み、交流が活発なまち

Ⅱ

1,500

-

-文化財保護意識の高揚

家庭や地域と連携した学校教育の充実

こころとからだの健康教育

放課後児童対策の実施

暮らしを豊かにする生涯学習の機会や場を提供する

-

-

こころの豊かさを育てる機会の充実

地区・世代間の人々の絆を深める交流を推進する

コミュニティ施設の充実

コミュニティ活動の推進と活性化

-

参加しやすい環境づくり

40,477

多様な生涯学習講座の開講

-

1,500

-

41,977

16,402

-

多文化共生の推進

-

国際化教育の充実

日本語学習支援等の環境づくり

参加しやすい講座の開講

-

-

青少年に対する町民意識の向上

16,402

地域で活躍できる環境づくり

生涯スポーツの推進

指導者の育成
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総合計画や行政評価と連動した予算編成

-

7,825

188,540

33,569

87,494

まちづくりに参加できる仕組みをつくり、協働のまちづくりを進める
387

町有施設の長寿命化

-

5,874

区・自治会活動の推進と活性化

参画と協働で自立するまち

3,326,922 (37.48%)

人権の尊重と男女共同参画を進める意識づくり

男女共同参画を進める環境づくり

-

男女それぞれの個性や能力を生かせる社会をつくる

-

Ⅲ

計画決定と推進への男女共同参画 -

387

-町民活動の支援

行政への町民参画機会の拡充

効率的な行政運営を進める

広報紙、町公式ホームページの充実

2,599,215

5,874

広聴機会の充実 90

町民・行政相互の情報共有を推進する

-

21,241

職員の育成・管理 -

61,185

行政サービスの向上 450,480

13,326

511,665

自主財源の確保 67,477

一部事務組合の効率的な運営 2,599,170

公共交通機関の広域的な連携 -

広域的な連携による町民サービスの向上と行政運営の効率化 45

財政の健全化を進める

行政組織の適正化 -

行政評価の充実 -

広域連携の強化を進める
-
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消防や救急体制、地区の防火体制を強化する
34,517

交通安全町民意識の向上 -

20,473

消防団員の資質向上 1,966

消防施設の強化

警察・行政・地区・学校などの連携体制の強化

防犯灯などの充実

犯罪や交通事故の少ない安全なまちをつくる

消防・救急体制の強化

35,749

-

24,889

12,078

-

24,889

-

まちの環境美化と不法投棄対策の推進 -

エコモビリティライフの推進 -

３Rの推進 -

ごみ・し尿の適正処理 -

環境保全対策の推進 -

環境衛生対策の推進 -

0

-

地球温暖化対策の推進 -

東郷町エコプランの推進 -

自然エネルギーの利用促進 -

水辺環境の保全整備 -

環境学習の推進 624

資源を大切にし、環境負荷の少ないまちをつくる
0

624

-

98,319 (1.11%) 消費者支援の充実 2,540

消費者活動の支援 -

安全で環境にやさしいうるおいのあるまち

災害活動拠点の整備 18,348

災害時伝達手段の整備 -

安心して消費生活が送れる体制を整える
2,540

Ⅳ 河川の治水機能強化と施設の維持管理 8,626

-

災害に強いまちをつくる

-

安心できる住宅の整備 5,400

地球温暖化の防止や環境にやさしいライフスタイルへの転換を進める

-

防災訓練の実施 3,375

人と自然が共生し、うるおいのあるまちをつくる
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緑化の推進

墓地・火葬場の整備 -

幹線道路の整備

-

市街化区域の下水道整備 542,900

443,323

公共交通の利便性を高める
274,766

-

安定した水道の供給と下水の的確な処理を進める

274,766

水洗化の推進

地産地消の推進 -

新たな産業を担うNPO等の育成

町の産業を活性化し、新たな産業の誘致・育成を進める
0

良好な景観の維持

美しい街並み景観のあるまちをつくる

農地の景観保全 -

69,890

上水道の安定供給 -

-

近隣市との連携、広域的な交通手段の充実 -

巡回バスの充実と公共交通の利用促進

120,787

759,087

下水道の維持管理 95,400

28,043

暮らしやすい道路の形成 -

歩行者にやさしい道路整備

都市計画道路の整備 -

1,600

水と緑のネットワーク構想の推進 -

住宅地の街並み形成 -

0

-

17,768

緑豊かなうるおいのあるまちをつくる産業が活性化し、快適でいつまでも住み続けたいまち

1,931,845 (21.77%) 公園・緑地の新規整備及び既存公園の適正な維持管理 50,522

中心核の形成 269,531

新たな産業拠点の形成 -

Ⅴ

特産品の商品化への支援 -

秩序あるまちの形成 -

-

魅力ある市街地を整備する
272,864

3,333

商業施設の立地促進 -

町内企業の拡張及び新たな産業の誘致・育成 -

-

担い手及び新規就農者の育成 16,143

生きがい農業の実践 -

特産品の開発 -

4,422

安心して通行できる道路網を整備する
534,673

63,307

地産地消により農業の活性化を目指す
20,565
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単位（千円）

609,816合計 8,875,634 5,694,3963,181,238

38,57898,319

産業が活性化し、快適でいつまで
も住み続けたいまち

1,931,845 735,860 300,6981,195,985

3,245,701 252,55081,221

28,838

102,833

安全で環境にやさしいうるおいのあ
るまち

69,481

1,009,444

Ⅰ

Ⅱ

参画と協働で自立するまち 3,326,922

865,750

Ⅲ

健康で元気に暮らせるまち

部門

1,121,9791,987,729

次代を担う子どもたちの生きる力を
育み、交流が活発なまち

1,530,819 521,375

事業費 一般財源

Ⅳ

Ⅴ

特定財源
うち投資的経費

△ 84,843

 11 
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３ 部門別事業計画 

 

Ⅰ 健康で元気に暮らせるまち 

＜目標＞ 

 子どもから高齢者まで、誰もが健康づくりを行うことができ、健康で元気に生活できる

まちを目指します。また、地域での支え合いによって、安心して子どもを産み育て、元気

に暮らし続けることができるまちを目指します。 

 

<数値目標と現況> 

指標名 
計画策定 

時の状況 

平成 25 年度 

末の状況 

平成 32 年度目標 

（平成 27 年度目標） 

進行 

状況 

健康づくりなどの保健事業に満足して
いる町民の割合 

22.5％ － 
33.0％ 

（28.0％） 
－ 

地区の健康講座参加者数 1,288 人 1,719 人 
2,200 人 

（1,700 人） 
○ 

胃がん検診受診率 8.3％ 13.9％ 
50.0％ 

（30.0％） 
△ 

乳がん検診受診率 25.7％ 24.7％ 
50.0％ 

（40.0％） 
× 

午後 9時前に就寝する子どもの割合 27.5％ 26.0％ 
50.0％ 

（40.0％） 
× 

夜間や休日の医療体制に満足している

町民の割合 
8.7％ － 

19.0％ 

（14.0％） 
－ 

検診専門医療機関数 1 件 1 件 
3 件 

（2 件） 
× 

障がい者への福祉サービスに満足して
いる町民の割合 

12.0％ － 
22.0％ 

（17.0％） 
－ 

指定相談支援事業相談件数 0 件 2,182 件 
298 件 

（245 件） 
◎ 

特定健診受診率 25.5％ 43.97％ 
65.0％ 

（65.0％） 
△ 

特定保健指導の実施率 42.0％ 32.42％ 
45.0％ 

（45.0％） 
△ 

高齢者への福祉サービスに満足してい
る町民の割合 

14.5％ － 
25.0％ 

（20.0％） 
－ 

ボランティアセンター登録者数（個

人・団体） 
823 人 740 人 

1,045 人 

（935 人） 
× 

介護予防サポーターの各地区での活動

箇所数 
0 箇所 8 箇所 

6 箇所 

（3箇所） 
◎ 

安心して子どもを産み育てられると考
える町民の割合 

29.4％ － 
40.0％ 

（35.0％） 
－ 

ファミリー・サポート登録者数 306 人 504 人 
600 人 

（500 人） 
○ 

家庭的保育事業（保育ママの人数） 0 人 0 人 
6 人 

（3 人） 
× 
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<事業計画> 

 １ 誰もが元気に暮らせる健康づくりを支援する 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

いこまい館駐車場用

地取得事業（健康課） 

いこまい館の駐車場と

して隣接地を取得 
用地取得 － － 

いこまい館駐車場整

備工事（健康課） 

取得した用地を駐車場

として整備 
整備工事 － － 

 

  ⑴ 一次予防の推進  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

とうごう体操普及業

務（健康課） 

健康づくりのため全町

民に東郷町オリジナル

体操を普及 

実 施 同 左 同 左 

妊産婦歯科健診（健

康課） 

町内歯科指定医療機関

において妊産婦歯科健

診の実施 

実 施 同 左 同 左 

家庭訪問事業（健康

課） 

新生児を育てる家庭を

訪問し育児の相談を実

施 

実 施 同 左 同 左 

子育てクラブ（調理

実習編）（健康課） 

幼児食の調理体験を行

い、食生活の指導を実

施 

実 施 同 左 同 左 

 

  ⑵ 地域ぐるみの健康づくりの推進  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

食生活改善推進員養

成研修（健康課） 

食生活改善推進員の知

識・技術の向上のため

研修を実施 

実 施 同 左 同 左 

ランチルーム活用事

業（健康課） 

いこまい館ランチルー

ムを活用して様々な教

室等を展開しながら食

育を推進 

実 施 同 左 同 左 

 

  ⑶ 予防対策の充実及び長寿社会に対応した保健体制の確立 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

がん検診案内個別通

知（健康課） 

40歳以上の住民にがん

検診に係る個別通知を

実施 

実 施 同 左 同 左 

がん検診受診率向上

業務（健康課） 

がん検診推奨チラシの

全戸配布及び集団がん

検診時の託児を実施 

実 施 同 左 同 左 

医療機関各種がん検

診診査票（健康課） 

４部複写式のがん検診

診査票を作成 
実 施 同 左 同 左 
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クーポン事業（健康

課） 

女性特有のがん検診を

実施 
実 施 同 左 同 左 

 

  ⑷ 感染症予防の推進 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

不活化ポリオワクチ

ンの実施（健康課） 

不活化ポリオワクチン

の接種を実施 
実 施 同 左 同 左 

風しん対策補助業務

（健康課） 

妊娠を予定または希望

する女性で抗体がない

方に対する助成 

実 施 同 左 同 左 

高齢者肺炎球菌予防

接種事業（健康課） 

高齢者肺炎球菌予防接

種を年齢要件に該当す

る人に実施 

実 施 同 左 同 左 

水痘ワクチン予防接

種事業（健康課） 

水痘ワクチンを定期予

防接種として実施 
実 施 同 左 同 左 

４種混合予防接種事

業（健康課） 

４種混合ワクチンの接

種を実施 
実 施 同 左 同 左 

 

  ⑸ 食育の推進 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

蒸気ボイラー更新事

業（給食センター） 

給食センターの重油式

ボイラー２基を天然ガ

ス式のボイラーに更新 

リース料 同 左 同 左 

ガススチームコンベ

クションオーブン更

新事業 

（給食センター） 

給食の食材を加熱する

ためのオーブンをリー

スで更新 

リース料 同 左 同 左 

 

 ２ 安心して医療を受けられる体制をつくる 

  ⑴ 救急医療体制の充実 該当なし 

  ⑵ 地域医療の充実  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

医療機器更新業務

（診療所） 

医療法の改正に伴い計

画に沿った医療機器の

更新 

リース料 同 左 同 左 

東郷診療所建物更新

業務（診療所） 

東郷診療所の建物更新

計画に基づく工事 
工 事 － － 

往診車購入（診療所） 往診車の購入 購 入 － － 

 

  ⑶ かかりつけ医制度の推進 該当なし 
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 ３ 誰もが安心して自立した生活ができる社会をつくる 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

障がい福祉計画策定

事業（福祉課） 

第５期障がい福祉計画

の策定業務 
－ 業務委託等 業務委託等 

福祉団体育成事業

（福祉課） 

３障がい者連絡協議会

設立による公共福祉の

増進活動に対する補助

金交付（１団体増加） 

補助金 同 左 同 左 

 

  ⑴ 障がい者福祉サービスの充実 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

障がい者情報支援管

理システム（福祉課） 

障がい者支援管理シス

テムのリース等 

リース料 

及び保守料 
同 左 保守料 

 

  ⑵ こころのバリアフリー化 該当なし 

  ⑶ 障がい者の就労機会の拡大 該当なし 

  ⑷ 利用しやすい公共施設 該当なし 

 

 ４ 社会保障制度を適切に運用する 

  ⑴ 国民健康保険制度の適正な運用 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

国民健康保険健康無

受診世帯表彰状贈呈

事業（保険医療課） 

国民健康保険加入世帯

のうち、１年間無受診

世帯に対して表彰状を

贈呈 

実 施 同 左 同 左 

特定健康診査・特定

保健指導実施事業

（保険医療課） 

健診データ等を活用

し、保険事業を実施す

るための計画書を策定 

委託料 － － 

 

  ⑵ 介護保険制度の適正な運用 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

介護総合システム推

進事業（保険者支援

システムの使用） 

（長寿介護課） 

愛知県国保連合会の介

護総合システムネット

ワークの使用に係る負

担金 

負担金 同 左 同 左 

介護保険電算システ

ム改修費用（マイナ

ンバー制度対応） 

（長寿介護課） 

社会保障・税番号制度

導入に伴うシステム改

修 
改修費 － － 

第７期東郷町高齢者

福祉計画策定事業

（長寿介護課） 

第６期東郷町高齢者福

祉計画の印刷業務及び

第７期東郷町高齢者福

祉計画策定業務 

印刷製本 委託料等 委託料等 
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介護保険電算システ

ム賃貸借事業（長寿

介護課） 

介護保険電算システム

の保守リース 
リース料等 同 左 同 左 

 

  ⑶ 後期高齢者医療制度の適正な運用 該当なし 

  ⑷ 福祉医療制度の適正な運用 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

子ども医療費支給事

業（保険医療課） 

子育てに係る経済的負

担の軽減のため、子ど

もに係る入院・通院医

療費を 18 歳年度末ま

で助成 

医療費助成 同 左 同 左 

育成医療費事業 

（保険医療課） 

障がいを持つ 18 歳以

下の者の医療費の一部

を助成 

医療費助成 同 左 同 左 

未熟児養育医療費事

業（保険医療課） 

未熟児に対する入院医

療費等の助成 
医療費助成 同 左 同 左 

福祉医療費審査支払

委託事業 

（保険医療課） 

精神障害者医療費事業

の拡大に伴う審査支払

委託料 

委託料 同 左 同 左 

不妊治療費事業 

（保険医療課） 

経済的負担の軽減を図

るため、不妊・不育症

治療費を助成 

医療費助成 同 左 同 左 

精神障がい者医療費

支給事業（保険医療

課） 

精神障害者保健福祉手

帳１・２級所持者の通

院医療費について、精

神疾患以外の通院医療

費を助成 

医療費助成 同 左 同 左 

 

  ⑸ 国民年金業務の適正な運営 該当なし 

 

 ５ 福祉サービスを充実するとともに地域との連携を図る 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

臨時福祉給付金支給

事業（福祉課） 

平成 27 年度住民税非

課税者への消費税引上

げによる影響を緩和す

るための臨時給付 

実 施 － － 

介護保険電算システ

ム改修（介護保険法

改正「27年度改正」

対応業務）（長寿介護

課） 

介護保険制度の法改正

に伴うシステム改修 
改修費 － － 
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  ⑴ 介護サービスの充実 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

介護給付費適正化支

援パッケージシステ

ム導入に係る保守費

用（長寿介護課） 

ケアプランチェックを

充実するため適正化支

援システムを更新 

委託料 同 左 同 左 

介護相談員派遣事業

（長寿介護課） 

研修を受けた介護相談

員を登録し、介護サー

ビス事業所等へ派遣 

実 施 同 左 同 左 

 

  ⑵ 高齢者の社会参加 該当なし 

  ⑶ 高齢者の福祉サービスの充実  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

介護用品購入費助成

事業（長寿介護課） 

要介護認定を受けてい

て、常時紙おむつ等を

使用している高齢者の

介護用品の購入費用に

対する助成 

助 成 同 左 同 左 

緊急通報設置事業

（長寿介護課） 

在宅のひとり暮らし高

齢者に対する緊急通報

システムの設置及び管

理 

委託料等 同 左 同 左 

高齢者地域版介護予

防教室委託事業 

（長寿介護課） 

健康づくりリーダーに

委託し、高齢者と未就

学児及びその親を対象

に交流を図りながら運

動等を実施 

委託料 同 左 同 左 

認知症地域支援推進

事業（認知症カフェ）

（長寿介護課） 

認知症の人や家族を支

援する認知症カフェの

実施 

委託料 同 左 同 左 

電子連絡帳利用事業

（長寿介護課） 

医療・福祉・介護の連

携をするための電子連

絡帳を導入 

使用料 同 左 同 左 

 

  ⑷ 地域福祉活動の推進 該当なし 

  ⑸ 地域福祉体制の充実 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

地域包括支援センタ

ー運営事業（長寿介

護課） 

地域包括支援センター

職員配置の基準に基づ

き保健師の増員を委託 

委託料 同 左 同 左 

認知症地域支援推進

事業（相談）（長寿介

護課） 

認知症地域支援推進員

を地域包括支援センタ

ーに配置して相談支援

を実施 

委託料 同 左 同 左 
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高齢者等実態把握事

業（長寿介護課） 

75歳以上のひとり暮ら

し高齢者や高齢者のみ

の世帯の実態把握 

実 施 同 左 同 左 

成年後見制度利用支

援事業 

（長寿介護課） 

尾張東部５市１町共同

設置の尾張東部成年後

見センターの運営に対

する負担金 

負担金等 同 左 同 左 

地域ケア推進会議運

営事業（長寿介護課） 

地域課題の解決や、ケ

ース検討等を行う地域

ケア会議を開催 

実 施 同 左 同 左 

 

 ６ 安心して子育てができる環境をつくる 

  ⑴ 子育て支援の充実 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

子ども・子育て支援

新制度事業 

（子育て支援課） 

子ども・子育て支援法

に基づく事務のため子

ども・子育て会議を開

催 

報酬等 同 左 同 左 

第三子保育料無料化

事業（保育課） 

特に保育料の高い３歳

未満児のうち第三子以

降の子どもの保育料を

無料化 

無料化 同 左 同 左 

放課後児童クラブお

やつ支給事業 

（子育て支援課） 

放課後児童クラブの中

でおやつを支給 
食糧費 同 左 同 左 

放課後児童クラブ管

理システム導入事業 

（子育て支援課） 

放課後児童クラブ一元

管理と利用料金口座振

替徴収システムを導入 

委託料 同 左 同 左 

子育て短期支援事業 

【ショートステイ】 

（子育て支援課） 

児童を養育している家

庭の保護者が病気等の

理由により養育困難と

なった場合の宿泊施設

の提供 

委託料 同 左 同 左 

児童館改修工事 

（子育て支援課） 

改修計画に基づく児童

館改修工事 

設計監理 

改修工事等 
－ － 

児童発達支援事業 

（保育課） 

改正児童福祉法を基本

とし、地域の身近な施

設で障がい児や家族に

対する支援事業を実施 

実 施 同 左 同 左 

発達障がい早期総合

支援事業（健康課） 

発達障がいに関する相

談体制の充実 
実 施 同 左 同 左 

発達障がい早期総合

支援事業(５歳児健

診等）（健康課） 

発達障がいの早期発見

並びに支援及び就学前

から就学後の引継ぎ、

学齢期の支援の充実 

実 施 同 左 同 左 

子育て世帯臨時特例

給付金支給業務 

（子育て支援課） 

消費税引上げによる子

育て世帯への影響を緩

和するための臨時給付 

実 施 － － 
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  ⑵ 子どもが安全・健全に育つための支援 該当なし 

  ⑶ 母子・父子福祉の充実 該当なし 

  ⑷ 保育サービスの向上 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

幼児期基礎体力づく

り促進事業（保育課） 

町立保育園７園の４・

５歳児を対象とした幼

児期における適切な基

礎体力づくりの運動指

導を実施 

委託料 同 左 同 左 

病児・病後児保育事

業（保育課） 

生後６月から小学校３

年生までの病中及び病

後の児童の保育を医療

機関に委託して実施 

委託料 同 左 同 左 

一時保育事業 

（保育課） 

働きながら子育てをし

ている親を支援するた

め、東郷診療所２階で

一時保育を実施 

実 施 同 左 同 左 

小規模保育事業（保

育課） 

中部保育園仮設園舎で

主に１・２歳児を保育

する小規模保育事業の

実施 

実 施 同 左 同 左 

 

  ⑸ 保育園・幼稚園の施設の整備 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

（仮称）新諸輪保育

園整備事業（保育課） 

保育園新設のための用

地取得と建設工事 

用地取得 

設 計 

工 事 

償 還 
償 還 

保育園給食室エアコ

ン整備事業（保育課） 

町立保育園３園（和合

保育園、南部保育園及

びたかね保育園）の給

食室にエアコンを設置 

工事費 － － 
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【計画事業費等】                          （単位：千円） 

 事業費 特定財源 一般財源 
 

うち投資的経費 

誰もが元気に暮らせる健康づくり

を支援する 
147,096 3,934 143,162 5,906 

安心して医療を受けられる体制を

つくる 
20,312 14,096 6,216 △23,766 

誰もが安心して自立した生活がで

きる社会をつくる 
10,520 0 10,520 △15,910 

社会保障制度を適切に運用する 976,604 224,853 751,751 45,344 

福祉サービスを充実するとともに

地域との連携を図る 
133,307 102,582 30,725 15,701 

安心して子育てができる環境をつ

くる 
699,890 520,285 179,605 △112,118 

計 
1,987,729 865,750 1,121,979 △84,843 
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Ⅱ 次代を担う子どもたちの生きる力を育み、交流が活発なまち 

＜目標＞ 

 次代を担う子どもたちの人間関係を築く力や豊かなこころといった生きる力を育み、能

力や個性を伸ばし、地域で活躍する人材を育成できるまちを目指します。また、世代や地

域、文化を超えた多様な交流を盛んにするとともに、東郷の歴史や文化にふれあいながら、

町に対する愛着を持った町民が活躍するまちを目指します。 

 

<数値目標と現況> 

指標名 
計画策定 

時の状況 

平成 25 年度 

末の状況 

平成 32 年度目標 

（平成 27 年度目標） 

進行 

状況 

小中学校の教育内容や教育環境に満足
している町民の割合 

19.3％ － 
30.0％ 

（25.0％） 
－ 

学校ボランティア登録者数 151 人 144 人 
330 人 

（240 人） 
× 

中学校不登校生徒割合 2.4％ 2.4％ 
1.7％ 

（1.9％） 
× 

教養講座などの生涯学習の機会に満足
している町民の割合 

13.2％ － 
24.0％ 

（19.0％） 
－ 

地域での生涯学習講座の開催数 0 地区 8 地区 
10 地区 

（5地区） 
○ 

60 歳以上の講師登録者数 50 人 98 人 
70 人 

（60 人） 
◎ 

生涯学習講座の受講者数（1 講座当た
りの受講者数） 

16 人 18 人 
25 人 

（20 人） 
△ 

文化財の継承・保存に満足している町

民の割合 
12.4％ － 

23.0％ 

（18.0％） 
－ 

町内文化財数 25 件 27 件 
27 件 

（26 件） 
◎ 

文化財めぐり講座の参加人数 25 人 11 人 
30 人 

（30 人） 
× 

定期的にスポーツ・運動をしている町

民の割合 
34.1％ － 

45.0％ 

（40.0％） 
－ 

総合型地域スポーツクラブ種目数 0 種目 6 種目 
3 種目 

（1種目） 
◎ 

町民レガッタに参加する町内クルー数 65 クルー 75 クルー 
85 クルー 

（75 クルー） 
○ 

地元の行事やお祭りに参加している町

民の割合 
29.8％ － 

40.0％ 

（35.0％） 
－ 

地域でともに助け合い、支え合う風土
があると考える町民の割合 

23.1％ － 
34.0％ 

（29.0％） 
－ 

文化産業まつり来場者数 18,000 人 12,000 人 
20,000 人 

（19,000 人） 
× 

国際理解・国際交流の推進に満足して
いる町民の割合 

4.9％ － 
15.0％ 

（10.0％） 
－ 

日本語教室の参加者数 35 人 52 人 
60.0 人 

（46.0 人） 
○ 

外国人支援ボランティア活動者数 4 人 0 人 
9 人 

（6 人） 
× 
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青少年の健全育成に満足している町民

の割合 
10.3％ － 

21.0％ 

（16.0％） 
－ 

地区と行政が合同で行う青少年健全育
成活動地区数 

0 地区 0 地区 
6 地区 

（3地区） 
× 

 

<事業計画> 

 １ 教育環境を充実し、家庭や地域との連携を図る 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

学校徴収金口座振替

サービス導入事業 

（学校教育課） 

小中学校の給食費等学

校納付金について、デ

ータ伝送による口座振

替システムを導入 

委託料 同 左 同 左 

私立高等学校等授業

料補助事業 

（学校教育課） 

私立高等学校等に在籍

する生徒の授業料を一

部補助 

補助金等 同 左 同 左 

小学校教員用パソコ

ン整備事業（その１）

（学校教育課） 

職員室用パソコンのリ

ース 
リース料等 同 左 同 左 

中学校教員用パソコ

ン整備事業（その１）

（学校教育課） 

職員室用パソコンのリ

ース 
リース料等 同 左 同 左 

小学校教科書改訂整

備事業（学校教育課） 

教科書改訂に伴う教科

書、指導書等の購入 
購 入 － － 

中学校教科書改訂整

備事業（学校教育課） 

教科書改訂に伴う教科

書、指導書等の購入 
購 入 同 左 － 

 

  ⑴ 家庭や地域と連携した学校教育の充実 該当なし 

  ⑵ こころとからだの健康教育 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

中学校血液検査事業 

（学校教育課） 

健康診断時の血液検査

（中学２年生・貧血検

査）に脂質・肝機能検

査を併せて実施 

実 施 同 左 同 左 

 

  ⑶ 学校教育環境の整備・充実 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

小学校大規模改造工

事（学校教育課） 

老朽化した小学校校舎

の改修 
－ 

設 計 

（音貝小） 

監 理 

工 事 

（音貝小） 

中学校大規模改造工

事（学校教育課） 

老朽化した中学校校舎

の改修 

監 理 

工 事 

（東郷中） 

－ 
設 計 

（春木中） 

小学校図書館司書教

諭補助員配置事業

（学校教育課） 

小学校図書館に司書教

諭の補助員を配置 
賃金等 同 左 同 左 
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中学校図書館司書教

諭補助員配置事業

（学校教育課） 

中学校図書館に司書教

諭の補助員を配置 
賃金等 同 左 同 左 

中学校音楽室空調設

備整備工事（学校教

育課） 

中学校の音楽室にエア

コンを設置 

工 事 

（東郷中） 

工 事 

（春木中） 

工 事 

（諸輪中） 

小学校ＰＣ教室情報

機器更新事業（学校

教育課） 

全小学校のＰＣ教室の

パソコン等機器のリー

ス 

リース料等 同 左 同 左 

中学校ＰＣ教室情報

機器更新事業（学校

教育課） 

全中学校のＰＣ教室の

パソコン等機器のリー

ス 

リース料等 同 左 同 左 

小学校体育館天井改

修工事 

（学校教育課） 

地震発生時に体育館の

吊天井の落下を防止す

るため、非構造部材の

耐震性を確保 

監 理 

工 事 

（東郷小） 

－ － 

小学校トイレ洋式化

改修工事（学校教育

課） 

衛生面・利便性の向上

を図るため小学校のト

イレを洋式に改修 

設 計 

監 理 

工 事 

（東郷小） 

設計 

(春木台小・

諸輪小) 

管理・工事

（東郷小） 

設計 

（高嶺小） 

管理・工事 

(春木台小・

諸輪小) 

 

  ⑷ 放課後児童対策の実施 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

放課後子ども教室

（生涯学習課） 

町内５小学校で実施し

ている放課後子ども教

室を春木台小学校でも

実施 

実 施 同 左 同 左 

 

 ２ 暮らしを豊かにする生涯学習の機会や場を提供する 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

公有財産用地購入事

業（生涯学習課） 

町民会館施設の適正な

維持のための用地取得 
用地取得 － － 

 

  ⑴ 参加しやすい講座の開講 該当なし 

  ⑵ 地域で活躍できる環境づくり 該当なし 

  ⑶ 多様な生涯学習講座の開講 該当なし 

  ⑷ こころの豊かさを育てる機会の充実  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

文化協会県民茶会事

業（生涯学習課） 
愛知県民茶会の開催 － － 実 施 

 

 ３ 郷土愛や誇りの持てる地域文化を育む 

  ⑴ 郷土資料館の充実 該当なし 

  ⑵ 文化財保護意識の高揚 該当なし 
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  ⑶ 文化財の保存と継承 該当なし 

  ⑷ 文化団体の活動促進 該当なし 

 

 ４ 誰もがスポーツに参加できる環境を整える 

  ⑴ 生涯スポーツの推進 該当なし 

  ⑵ 指導者の育成 該当なし 

  ⑶ 参加しやすい環境づくり 該当なし 

 

 ５ 地区・世代間の人々の絆を深める交流を推進する 

  ⑴ コミュニティ活動の推進と活性化 該当なし 

  ⑵ コミュニティ施設の充実 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

コミュニティセンタ

ー改築等事業 

（安全安心課） 

祐福寺、春木台及び北

山台地区が行うコミュ

ニティセンターの施設

改修に対して補助金を

交付 

補助金 － － 

ＡＥＤ設置費補助事

業（安全安心課） 

区・自治会が各コミュ

ニティセンター等にＡ

ＥＤを設置する場合に

その費用の一部を補助 

補助金 － － 

 

  ⑶ 町民相互の絆を深める 該当なし 

 

 ６ 多文化の人々が共生できる社会をつくる 

  ⑴ 多文化共生の推進 該当なし 

  ⑵ 日本語学習支援等の環境づくり 該当なし 

  ⑶ 国際交流の推進 該当なし 

  ⑷ 国際化教育の充実 該当なし 

 

 ７ 青少年の健全な育成を進める 

  ⑴ 行政と地域が一体となった青少年健全育成活動 該当なし 

  ⑵ 青少年に対する町民意識の向上 該当なし 
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【計画事業費等】                          （単位：千円） 

 事業費 特定財源 一般財源 
 

うち投資的経費 

教育環境を充実し、家庭や地域

との連携を図る 
1,472,440 1,009,444 462,996 95,058 

暮らしを豊かにする生涯学習

の機会や場を提供する 
41,977 0 41,977 30,262 

郷土愛や誇りを持てる地域文

化を育む 
0 0 0 0 

誰もがスポーツに参加できる

環境を整える 
0 0 0 0 

地区・世代間の人々の絆を深め

る交流を推進する 
16,402 0 16,402 △22,487 

多文化の人々が共生できる社

会をつくる 
0 0 0 0 

青少年の健全な育成を進める 0 0 0 0 

計 1,530,819 1,009,444 521,375 102,833 
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Ⅲ 参画と協働で自立するまち 

＜目標＞ 

 町民がまちづくり活動へ自主的に参画し、町民と行政が協働しながら、住民自治によっ

て自主的に地区が運営されるまちを目指します。また、周辺市との広域的な連携のもとで

自立した行政経営ができるまちを目指します。 

 

<数値目標と現況> 

指標名 
計画策定 

時の状況 

平成 25 年度 

末の状況 

平成 32 年度目標 

（平成 27 年度目標） 

進行 

状況 

ボランティアや NPO の活動が活発に行
われていると考える町民の割合 

9.8％ － 
20.0％ 

（15.0％） 
－ 

区・自治会加入率 77.0％ 72.0％ 
81.0％ 

（79.0％） 
× 

NPO 公募提案型事業応募団体数 2 団体 1 団体 
4 団体 

（4団体） 
× 

男女差別のない社会がつくられている
と考える町民の割合 

28.5％ － 
35.0％ 

（30.0％） 
－ 

審議会等への女性登用率 24.7％ 31.2％ 
35.0％ 

（30.0％） 
○ 

男女共同参画に関する講座・セミナー
などへの参加者数 

88 人 300 人 
176 人 

（120 人） 
◎ 

広報とうごうを毎号読んでいる町民の

割合 
61.5％ － 

72.0％ 

（67.0％） 
－ 

町政に住民の意見が反映されていると
考える町民の割合 

5.5％ － 
16.0％ 

（11.0％） 
－ 

町政モニターの人数 未整備 0 人 
10 人 

（5 人） 
△ 

総合的に役場窓口での対応に満足して
いる町民の割合 

45.7％ － 
56.0％ 

（51.0％） 
－ 

事務改善実績報告件数 15 件 5 件 
30 件 

（25 件） 
× 

住民 1,000 人当たり職員数 6.8 人 6.2 人 
6.3 人 

（6.5 人） 
◎ 

近隣市と共同で取り組むことが効果的
な分野で、新たに連携が行われた件数 

4 件 4 件 
5 件 

（5 件） 
△ 

コミュニティバスを乗り入れている市

の数 
2 市 2 市 

4 市 

（4 市） 
× 

健全な財政運営に満足している町民の

割合 
7.1％ － 

18.0％ 

（13.0％） 
－ 

実質公債費比率 8.1％ 5.2％ 
7.0％ 

（7.5％） 
◎ 

財政調整基金の残高 6.7 億円 10.2 億円 
15.0 億円 

（10.0 億円） 
○ 

収納率（町税全体） 93.8％ 97.0％ 
95.0％ 

（94.3％） 
◎ 

経常収支比率 89.5％ 90.6％ 
80.0％ 

（85.0％） 
× 
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<事業計画> 

 １ まちづくりに参加できる仕組みをつくり、協働のまちづくりを進める 

  ⑴ 行政への町民参画機会の拡充 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

自治基本条例ＰＩ活

動業務（企画情報課） 

自治基本条例の制定に

伴い条例及び条例に関

連する取組の周知を実

施 

活動費等 同 左 同 左 

 

  ⑵ 町民活動の支援 該当なし 

  ⑶ 区・自治会活動の推進と活性化 該当なし 

 

 ２ 男女それぞれの個性や能力を生かせる社会をつくる 

  ⑴ 人権の尊重と男女共同参画を進める意識づくり 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

男女共同参画推進事

業（映画会） 

（くらし協働課） 

男女共同参画推進に関

する映画会等イベント

を開催 

業務委託等 同 左 同 左 

男女共同参画情報誌

発行業務 

（くらし協働課） 

男女共同参画推進に関

する情報誌の発行 
印刷製本費 同 左 同 左 

第２次東郷町男女共

同参画プランの改訂

業務（くらし協働課） 

平成３０年３月までに

第２次東郷町男女共同

参画プランの改訂を実

施 

－ 委託料 同 左 

 

  ⑵ 男女共同参画を進める環境づくり 該当なし 

  ⑶ 計画決定と推進への男女共同参画 該当なし 

 

 ３ 町民・行政相互の情報共有を推進する 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

町政広報広告事業

（人事秘書課） 

新聞等のメディアに町

政ＰＲ用の広告を掲載 
広告料 同 左 同 左 

広報番組・ＰＲ動画

作成委託業務（人事

秘書課） 

町ホームページやケー

ブルテレビで公開する

広報番組の作成 

委託料 同 左 同 左 

 

  ⑴ 広報紙、町公式ホームページの充実 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

ＣＭＳシステム更新

業務（人事秘書課） 

リース満了に伴う新規

システムの導入 
リース料 同 左 同 左 
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  ⑵ 広聴機会の充実  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

町政モニター事業

（人事秘書課） 

町政モニター制度の導

入 
実 施 同 左 同 左 

 

 ４ 効率的な行政運営を進める 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

自書式投票用紙読取

分類機購入事業（総

務財政課） 

開票時間の短縮を図る

ため投票用紙自動読み

取り機を購入 

－ 購入費 － 

平和首長会議加盟事

業（福祉課） 
平和首長会議に加盟 納付金 同 左 同 左 

東郷町役場機械警備

業務（総務財政課） 

役場庁舎の防犯対策の

ため機械警備を実施 
委託料 同 左 同 左 

議場映像システム改

修業務（議会事務局） 

議場のアナログカメラ

を音声システムと連携

したデジタルカメラに

更新 

リース料 同 左 同 左 

人事給与システム

（人事秘書課） 

職員の給与支給事務及

び職員履歴等の管理を

行うための給与支給事

務システムを更新 

リース料 同 左 同 左 

職員福利厚生事業

（人事秘書課） 

職員及び臨時職員の健

康保持のために健康診

断の項目追加 

委託料 同 左 同 左 

地方公会計整備事業

（総務財政課） 

公会計システムの導入

と全国統一的な基準に

よる財務書類の作成 

委託料 
リース料 

委託料 
同 左 

公共施設等総合管理

計画策定業務（企画

情報課） 

公共施設等の現況把握

と将来的な見通しを定

めるための計画を策定 

－ 委託料 － 

町バス（中型バス・

マイクロバス）賃貸

借業務（総務財政課） 

自動車 NOx・PM 法に対

応するための町バスの

リース 

リース料 同 左 同 左 

王滝村宿泊助成事業

（くらし協働課） 

王滝村の宿泊施設利用

者（小学生以上）に対

して、宿泊費用の一部

を助成 

助 成 同 左 同 左 

住民意向調査業務

（企画情報課） 

第５次総合計画の進行

管理のため計画期間の

中間年として住民意向

調査を実施 

実 施 － － 
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  ⑴ 行政サービスの向上 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

個人番号カード交付

業務（住民課） 

通知カード・個人番号

カードの交付 
交付金 同 左 同 左 

カードプリンタ導入

事業（住民課） 

個人番号カード書き換

え用のカードプリンタ

購入 

購入費 

委託料 
委託料 同 左 

戸籍情報システム運

用にかかる賃借及び

保守点検業務（住民

課） 

戸籍法に基づく戸籍の

届出（出生、死亡、婚

姻等）に伴う事務処理

及びデータ保管を行う

システムのリース 

委託料 

リース料 
同 左 同 左 

総合住民情報システ

ム改修事業（社会保

障・税番号制度に係

るシステム改修）

（企画情報課） 

番号制度導入に対応す

るため、総合住民情報

システムを改修 

改修費 － － 

行政ネットワーク整

備事業（企画情報課） 

行政ネットワークを活

かし、職員の事務処理

形態を改善 

リース料 

保守料等 
同 左 同 左 

総合住民情報システ

ム（企画情報課） 

クラウド技術を活用し

た新しい総合住民情報

システムの運用 

リース料 

保守料等 
同 左 同 左 

社会保障・税番号制

度に係る中間サーバ

ー・プラットフォー

ム負担金（企画情報

課） 

番号制度導入にあわせ

て設置される中間サー

バーを利用するための

負担金 

負担金 同 左 同 左 

イメージキャラクタ

ーグッズ作成事業 

（企画情報課） 

町イメージキャラクタ

ーのグッズを作成し、

町民に対し、配布等し

てトッピィを周知 

消耗品費 同 左 同 左 

 

  ⑵ 職員の育成・管理 該当なし 

  ⑶ 行政組織の適正化 該当なし 

  ⑷ 行政評価の充実 該当なし 

 

 ５ 広域連携の強化を進める 

  ⑴ 一部事務組合の効率的な運営 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

尾三消防組合負担金

（安全安心課） 

尾三消防組合の消防力

強化のための負担金 
負担金 同 左 同 左 

尾三衛生組合負担金

（環境課） 

尾三衛生組合の施設整

備等のための負担金 
負担金 同 左 同 左 
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日東衛生組合負担金

（環境課） 

日東衛生組合の施設整

備等のための負担金 
負担金 同 左 同 左 

尾張土地開発公社運

営費負担金 

（総務財政課） 

尾張土地開発公社運営

費のための負担金 
負担金 同 左 同 左 

 

  ⑵ 公共交通機関の広域的な連携 該当なし 

  ⑶ 広域的な連携による町民サービスの向上と行政運営の効率化  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

尾三地区自治体間連

携推進会議運営事業

（企画情報課） 

近隣自治体で組織する

尾三地区自治体間連携

推進会議に参加する負

担金 

負担金 同 左 同 左 

 

 6 財政の健全化を進める 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

契約管理システム更

新事業（総務財政課） 

契約管理システムのリ

ース 

リース料 

保守料等 
同 左 同 左 

固定資産税等返還業

務（税務課・収納課） 

固定資産税及び都市計

画税の還付及び税相当

分等の返還期間を１０

年から最大２０年に延

長 

還 付 

委託料 
同 左 同 左 

軽自動車税納付状況

サービス受信事業 

（税務課） 

軽自動車の異動に係る

入力作業の簡素化 
実 施 同 左 同 左 

財務会計システム更

新業務（総務財政課） 

財務会計システムの更

新 

リース料 

保守料等 
同 左 同 左 

財務会計システム 

マイナンバー対応

（会計課） 

番号制度導入に伴い財

務会計システムを改修 
改修費 － － 

高額納税者感謝状贈

呈事業（収納課） 

一定額以上の町民税を

納税した町民に感謝状

を贈呈 

実 施 同 左 同 左 

 

  ⑴ 自主財源の確保 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

土地税通資料デジタ

ル化業務（税務課） 

紙媒体の税通をスキャ

ンし電子データ化した

ものを検索システムで

管理 

委託料 同 左 同 左 

愛知県豊田尾張東部

地方税滞納整理機構

負担金（収納課） 

徴収率の向上及び町職

員の滞納整理技術の向

上等を目的とした滞納

整理機構への負担金 

負担金 同 左 － 
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航空写真撮影業務

（税務課） 

家屋及び課税地目を把

握するため、航空写真

を撮影 

委託料 同 左 同 左 

固定資産図面加除業

務（税務課） 

賦課期日現在の公図を

整備及び分筆・合筆等

による筆の画地計測等 

リース料 

委託料 
同 左 同 左 

固定資産評価業務

（税務課） 

固定資産評価替えに向

けた準備作業 
業務委託 同 左 同 左 

 

  ⑵ 総合計画や行政評価と連動した予算編成 該当なし 

  ⑶ 町有施設の長寿命化 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

エレベータ更新事業

（総務財政課） 

新安全基準に対応する

エレベータに改修 

リース料 

委託料 
リース料 同 左 

橋梁長寿命化修繕事

業（建設課） 

橋梁の長寿命化に係る

維持補修計画を基に修

繕工事を実施 

設 計 

工 事 
工 事 － 

 

【計画事業費等】                          （単位：千円） 

 事業費 特定財源 一般財源 
 

うち投資的経費 

まちづくりに参加できる仕組

みをつくり、協働のまちづくり

を進める 

387 0 387 △39 

男女それぞれの個性や能力を

生かせる社会をつくる 
5,874 0 5,874 5,721 

町民・行政相互の情報共有を推

進する 
21,241 0 21,241 19,171 

効率的な行政運営を進める 511,665 39,122 472,543 92,473 

広域連携の強化を進める 2,599,215 0 2,599,215 96,843 

財政の健全化を進める 188,540 42,990 146,441 38,381 

計 3,326,922 81,221 3,245,701 252,550 
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Ⅳ 安全で環境にやさしいうるおいのあるまち 

＜目標＞ 

 防災や防犯などの地区の総合力を高め、快適で安全に暮らせるまちを目指します。また、

自然や資源を大切にするこころを育みながら、環境にやさしい暮らしを目指します。 

 

<数値目標と現況> 

指標名 
計画策定 

時の状況 

平成 25 年度 

末の状況 

平成 32 年度目標 

（平成 27 年度目標） 

進行 

状況 

消防や救急の体制に満足している町民

の割合 
30.0％ － 

40.0％ 

（35.0％） 
－ 

耐震性貯水槽設置数 20 箇所 21 箇所 
25 箇所 

（23 箇所） 
△ 

住宅用火災警報器の設置率 70.0％ 70.5％ 
99.0％ 

（98.0％） 
△ 

防犯対策に満足している町民の割合 28.1％ － 
39.0％ 

（34.0％） 
－ 

交通安全対策に満足している町民の割

合 
19.7％ － 

30.0％ 

（25.0％） 
－ 

普段から防犯に心がけている町民の割

合 
63.9％ － 

74.0％ 

（69.0％） 
－ 

人口 100 人当たり交通事故（人身事故）

件数 
0.72 件 0.58 件 

0.47 件 

（0.57 件） 
△ 

地震や風水害などの防災対策に満足し
ている町民の割合 

10.2％ － 
21.0％ 

（16.0％） 
－ 

地震や風水害などの災害に備えている

町民の割合 
35.5％ － 

46.0％ 

（41.0％） 
－ 

東郷町防災訓練の実施回数 0 回/年 0 回/年 
1 回/年 

（1 回/年） 
△ 

耐震性のある住宅の割合 86.0％ 88.0％ 
93.0％ 

（90.0％） 
△ 

消費者保護対策に満足している町民の

割合 
4.5％ － 

15.0％ 

（10.0％） 
－ 

消費生活相談実施回数 2 回/月 4 回/月 
8 回/月 

（4 回/月） 
○ 

自然環境の保全や創出に満足している

町民の割合 
20.2％ － 

31.0％ 

（26.0％） 
－ 

公害対策などの環境汚染対策に満足し
ている町民の割合 

16.3％ － 
27.0％ 

（21.0％） 
－ 

親水公園数 2 箇所 2 箇所 
4 箇所 

（3箇所） 
△ 

狂犬病予防注射接種率 72.2％ 78.5％ 
80.0％ 

（76.0％） 
○ 

普段から省エネを心がけている町民の

割合 
62.6％ － 

73.0％ 

（68.0％） 
－ 

公共交通機関を利用するようにしてい
る町民の割合 

20.7％ － 
31.0％ 

（26.0％） 
－ 

東郷版 ISO 認定家族数 267 家族 268 家族 
500 家族 

（400 家族） 
△ 
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普段からリサイクルに心がけている町

民の割合 
63.4％ － 

74.0％ 

（69.0％） 
－ 

処理しなければならないごみの１人１
日当たりの量 

756g 733g 
720g 

（740g） 
○ 

資源化率 18.0％ 18.4％ 
22.0％ 

（20.0％） 
△ 

 

<事業計画> 

 １ 消防や救急体制、地区の防火体制を強化する 

⑴ 消防・救急体制の強化 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

ＡＥＤリース 

（安全安心課） 

ＡＥＤ本体のリース更

新 
リース料等 同 左 同 左 

消防団ポンプ更新事

業（安全安心課） 

老朽化した消防用ポン

プを交換 

実 施 

（和合） 

実 施 

（部田） 

実 施 

（祐福寺） 

消防団用防災行政無

線整備事業（安全安

心課） 

アナログ無線終了に伴

い携帯型デジタル防災

無線を整備 

購入費 

利用料 
利用料 同 左 

 

  ⑵ 消防団員の資質向上 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

県操法大会出場事業

（安全安心課） 

県操法大会の出場に伴

う費用 
－ 

報 酬 

備品購入等 
－ 

 

  ⑶ 消防施設の強化  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

耐震性貯水槽設置事

業（安全安心課） 

都市計画公園に耐震性

貯水槽（40 トン）を整

備 

設計監理 

工事費 
－ － 

 

 ２ 犯罪や交通事故の少ない安全なまちをつくる 

  ⑴ 警察・行政・地区・学校などの連携体制の強化 該当なし 

  ⑵ 防犯灯などの充実  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

防犯灯ＬＥＤ化事業

（安全安心課） 

町内の防犯灯を蛍光灯

からＬＥＤへ交換 

調 査 

リース料 
リース料 リース料 

 

  ⑶ 交通安全町民意識の向上 該当なし 
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 ３ 災害に強いまちをつくる 

  ⑴ 安心できる住宅の整備 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

民間木造住宅段階的

改修・耐震シェルタ

ー補助事業（都市計

画課） 

民間木造住宅の段階的

耐震改修及び耐震シェ

ルター設置に係る費用

に対する補助 

補助金 同 左 同 左 

 

  ⑵ 防災訓練の実施 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

自主防災組織助成事

業（安全安心課） 

地域の防災意識の高揚

や防災力を高めるた

め、自主防災組織が行

う防災訓練等に要する

経費の一部を助成 

補助金 同 左 同 左 

総合防災訓練 

（安全安心課） 

災害発生時の避難等を

想定し防災訓練を実施 
実 施 同 左 同 左 

 

  ⑶ 災害活動拠点の整備  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

防災倉庫整備事業 

（安全安心課） 

主要な避難所に防災倉

庫を設置 
実 施 同 左 同 左 

備蓄生活必需品、防

災資機材整備事業

（安全安心課） 

避難所に収容する町民

の生活必需品と防災資

機材を備蓄 

実 施 同 左 同 左 

 

  ⑷ 災害時伝達手段の整備 該当なし 

  ⑸ 河川の治水機能強化と施設の維持管理 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

雨水貯留タンク設置

費補助事業（建設課） 

雨水の流出抑制を図り

浸水被害を軽減するた

め、雨水貯留タンク設

置者に対し購入費の一

部を補助 

補助金 同 左 同 左 

春木川法面改修工事

（建設課） 

春木川護岸上の法面保

護（工事）を実施 
工 事 － － 
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 ４ 安心して消費生活が送れる体制を整える 

  ⑴ 消費者支援の充実  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

消費生活相談窓口事

業（くらし協働課） 

消費者の安全安心の確

保のため、消費生活相

談員を配置し相談事業

を実施 

委託料等 同 左 同 左 

 

  ⑵ 消費者活動の支援 該当なし 

 

 ５ 人と自然が共生し、うるおいのあるまちをつくる 

  ⑴ 水辺環境の保全整備 該当なし 

  ⑵ 環境学習の推進 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

環境学習講座（小学

生対象）（環境課） 

小学生を対象とした、

環境に関する講座を開

催 

実 施 － － 

 

  ⑶ 環境保全対策の推進 該当なし 

  ⑷ 環境衛生対策の推進 該当なし 

 

 ６ 地球温暖化の防止や環境にやさしいライフスタイルへの転換を進める 

  ⑴ 地球温暖化対策の推進 該当なし 

  ⑵ 東郷町エコプランの推進 該当なし 

  ⑶ 自然エネルギーの利用促進 該当なし 

  ⑷ エコモビリティライフの推進 該当なし 

 

 ７ 資源を大切にし、環境負荷の少ないまちをつくる 

  ⑴ ３Rの推進 該当なし 

  ⑵ ごみ・し尿の適正処理 該当なし 

  ⑶ まちの環境美化と不法投棄対策の推進 該当なし 
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【計画事業費等】                          （単位：千円） 

 事業費 特定財源 一般財源 
 

うち投資的経費 

消防や救急体制、地区の防火体

制を強化する 
34,517 6,039 28,478 5,180 

犯罪や交通事故の少ない安全

なまちをつくる 
24,889 8,000 16,889 16,889 

災害に強いまちをつくる 35,749 13,224 22,525 15,100 

安心して消費生活が送れる体

制を整える 
2,540 1,500 1,040 860 

人と自然が共生し、うるおいの

あるまちをつくる 
624 75 549 549 

地球温暖化の防止や環境にや

さしいライフスタイルへの転

換を進める 

0 0 0 0 

資源を大切にし、環境負荷の少

ないまちをつくる 
0 0 0 0 

計 98,319 28,838 69,481 38,578 
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Ⅴ 産業が活性化し、快適でいつまでも住み続けたいまち 

＜目標＞ 

 町の資源を活用し、農業・商業・工業が連携した新しい地域循環型産業や新たな産業の

誘致・育成、既存産業の活性化するまちを目指します。また、快適で便利な生活の基盤や

環境を整え、将来にわたり住み続けたいまちを目指します。 

 

<数値目標と現況> 

指標名 
計画策定 

時の状況 

平成 25 年度 

末の状況 

平成 32 年度目標 

（平成 27 年度目標） 

進行 

状況 

地産地消の推進に満足している町民の

割合 
11.4％ － 

22.0％ 

（17.0％） 
－ 

農業の活性化対策に満足している町民

の割合 
7.5％ － 

18.0％ 

（13.0％） 
－ 

地元の農産物を購入したいと思ってい
る町民の割合 

52.7％ － 
63.0％ 

（58.0％） 
－ 

認定農業者数 6 人 6 人 
10 人 

（8 人） 
× 

農学校受講者数（１年間） 17 人 22 人 
25 人 

（20 人） 
○ 

働く場や機会に満足している町民の割

合 
5.6％ － 

16.0％ 

（11.0％） 
－ 

商工業の活性化対策に満足している町

民の割合 
5.8％ － 

16.0％ 

（11.0％） 
－ 

新しく誘致できた企業数 0 社 1 社 
6 社 

（3 社） 
△ 

開発による住宅地の整備に満足してい
る町民の割合 

12.6％ － 
23.0％ 

（18.0％） 
－ 

東郷町が住みやすいと感じている町民

の割合 
62.6％ － 

73.0％ 

（68.0％） 
－ 

住居系市街化区域面積 505ha 551ha 
555ha 

（545ha） 
○ 

公園や緑地の整備に満足している町民

の割合 
31.6％ － 

42.0％ 

（37.0％） 
－ 

近くの公園や広場などを利用している

町民の割合 
21.7％ － 

32.0％ 

（27.0％） 
－ 

公園愛護会登録団体数 制度開始 18 団体 
28 団体 

（14 団体） 
○ 

町民農園開設箇所数（個人開設） 2 箇所 3 箇所 
6 箇所 

（4箇所） 
△ 

道路の整備に満足している町民の割合 23.5％ － 
34.0％ 

（29.0％） 
－ 

歩車道境界の段差解消箇所数 4 箇所 15 箇所 
48 箇所 

（28 箇所） 
△ 

通学路総点検実施小学校区数 2 地区 5 地区 
6 地区 

（6地区） 
△ 

バスなどの公共交通機関の整備に満足
している町民の割合 

15.8％ － 
26.0％ 

（21.6％） 
－ 
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巡回バス利用人数 127,688 人 167,508 人 
154,000 人 

（140,000 人） 
◎ 

下水道の整備に満足している町民の割

合 
38.8％ － 

49.0％ 

（44.0％） 
－ 

水洗化率 84.3％ 91.3％ 
90.0％ 

（85.0％） 
◎ 

公共下水道供用面積（市街化区域） 440.4ha 479.1ha 
516.0ha 

（501.3ha） 
△ 

 

<事業計画> 

 １ 地産地消により農業の活性化を目指す 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

農業振興地域整備

計画策定委託業務

（産業振興課） 

東郷中央土地区画整理

に伴い計画を変更 
委託料 － － 

 

  ⑴ 担い手及び新規就農者の育成 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

特産品開発事業 

（産業振興課） 

特産品・農産物及び農

産物等の加工品の開発

研究及び販路開拓 

補助金 同 左 同 左 

環境保全型農業直接

支援対策交付金 

（産業振興課） 

化学肥料、化学合成農

薬の低減、有機農業の

取組をする農業者に対

し交付金を交付 

交付金 同 左 同 左 

新規就農・経営継承

総合支援事業補助金 

（産業振興課） 

青年の就農意欲の喚起

及び就農後の定着のた

め、農業経営者を目指

す独立・自営就農者に

対し給付金を支給 

給付金 同 左 同 左 

経営所得安定対策事

業（産業振興課） 

東郷町地域農業再生協

議会が行う経営所得安

定対策等に必要となる

事務に係る経費に対し

補助金を交付 

補助金 同 左 同 左 

 

  ⑵ 生きがい農業の実践 該当なし 

  ⑶ 特産品の開発 該当なし 

  ⑷ 地産地消の推進 該当なし 

 

 ２ 町の産業を活性化し、新たな産業の誘致・育成を進める 

  ⑴ 商業施設の立地促進 該当なし 

 

  ⑵ 町内企業の拡張及び新たな産業の誘致・育成 該当なし 

  ⑶ 特産品の商品化への支援 該当なし 
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  ⑷ 新たな産業を担う NPO 等の育成 該当なし 

 

 ３ 魅力ある市街地を整備する 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

愛知県都市計画基礎

調査委託業務 

（都市計画課） 

都市計画基礎調査とし

て人口規模、市街地の

面積、土地利用等に関

する現況及び将来の見

通しなどを調査 

－ 実 施 実 施 

都市計画基本図作成

（修正）業務（都市

計画課） 

東郷セントラル地区に

係る用途変更に伴う都

市計画図の修正 

－ 委託料 － 

 

  ⑴ 秩序あるまちの形成 該当なし 

  ⑵ 中心核の形成 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

まちづくり推進委託

業務（セントラル開

発準備室） 

東郷中央土地区画整理

事業と連携して将来の

まちづくりの方針に基

づいた用途地域の検討 

委託料 同 左 － 

都市計画道路建設負

担金（セントラル開

発準備室） 

東郷中央土地区画整理

組合に対して都市計画

道路名古屋春木線整備

費の一部を負担 

負担金 同 左 同 左 

東郷中央土地区画整

理事業助成金（セン

トラル開発準備室） 

東郷中央土地区画整理

組合に対して町助成金

要綱に基づき助成 

－ 助成金 助成金 

 

  ⑶ 新たな産業拠点の形成 該当なし 

  ⑷ 墓地・火葬場の整備 該当なし 

 

 ４ 緑豊かなうるおいのあるまちをつくる 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

「銀河の森」造林地

保育事業（産業振興

課） 

分収造林契約に基づき

適正な造林の保護と保

育を実施 

実 施 － － 

 

  ⑴ 公園・緑地の新規整備及び既存公園の適正な維持管理  

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

境川緑地壁画保存事

業（都市計画課） 

境川緑地の壁画の劣化

を防止するため保護塗

装を実施 

実 施 実 施 － 
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押草緑道人道橋耐震

改修業務（都市計画

課） 

押草緑道人道橋の点検

及び耐震改修計画の策

定を実施 

委託料 設 計 改修工事 

牛廻間地区公園築造

工事（都市計画課） 

公園整備のための用地

取得 
用地取得 償 還 償 還 

公園等愛護活動助成

事業（都市計画課） 

公園内の除草等の活動

を行う公園愛護会団体

への助成 

助成金 同 左 同 左 

 

 

  ⑵ 緑化の推進 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

緑化推進事業補助金

（都市計画課） 

市街化区域、市街化調

整区域内の既存集落

で、建物又は敷地の緑

化を進める個人等に対

し補助 

補助金 同 左 同 左 

愛知池百年森公園植

栽管理業務 

（都市計画課） 

愛知池百年森公園の適

正な維持管理を実施 
業務委託 同 左 同 左 

緑化フェア会場整備

事業（都市計画課） 

平成 27 年度に愛知県

で実施される全国都市

緑化フェアのサテライ

ト会場の整備 

実 施 － － 

 

  ⑶ 水と緑のネットワーク構想の推進 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

水と緑の環境軸を形

成する河川等環境美

化事業（都市計画課） 

水と緑の環境軸を形成

する河川等における環

境美化を行う団体が実

施する除草活動に対し

る補助 

補助金 同 左 同 左 

 

 ５ 美しい街並み景観のあるまちをつくる 

  ⑴ 住宅地の街並み形成 該当なし 

  ⑵ 農地の景観保全 該当なし 

  ⑶ 良好な景観の維持 該当なし 
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 ６ 安心して通行できる道路網を整備する 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

道路維持工事（建設

課） 

道路路肩部分の防草対

策を実施 
実 施 同 左 同 左 

歩道橋修繕工事（建

設課） 

歩道橋の点検及び修繕

を実施 
設 計 工 事 工 事 

舗装修繕工事（建設

課） 

舗装の点検及び修繕を

実施 
調 査 － 工 事 

雨水管調査委託業務

（建設課） 

老朽化した雨水管の調

査 
実 施 同 左 同 左 

道路用地取得事業

（建設課） 

県道和合豊田線歩道設

置事業の東角地を道路

修景施設として活用す

る用地の取得 

用地取得 － － 

 

  ⑴ 都市計画道路の整備 該当なし 

  ⑵ 歩行者にやさしい道路整備 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

歩道改良工事（建設

課） 

歩道と車道の段差を解

消 
工 事 同 左 同 左 

歩道整備工事（和

合・春木線）（建設

課） 

部分的に歩道がない区

間の整備 
用地取得 工 事 － 

春木川ウォーキング

ロード整備工事 

（建設課） 

春木川沿いのウォーキ

ングロードを整備 
工 事 工 事 － 

 

  ⑶ 暮らしやすい道路の形成 該当なし 

  ⑷ 幹線道路の整備 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

和合ケ丘・新池線 

道路改良工事 

（建設課） 

和合ケ丘・新池線の改

良工事を実施 
測量等 用地取得 工 事 

 

 

 ７ 公共交通の利便性を高める 

  ⑴ 巡回バスの充実と公共交通の利用促進 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

東郷町地域公共交

通網形成計画策定

及び事業実施業務 

（くらし協働課） 

地域公共交通の活性化

を推進するため、町民

アンケートや住民懇談

会等による住民意向調

査及びニーズの分析 

業務委託等 同 左 同 左 
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巡回バス車両リー

ス（くらし協働課） 

利用者の安全確保及び

快適性向上のためバス

をリース 

リース料 同 左 同 左 

巡回バス運行 

（くらし協働課） 

巡回バスを運行し公共

交通の活性化を推進 
業務委託等 同 左 同 左 

路線バス運行費補

助金 

（くらし協働課） 

地域住民の生活交通を

確保するため、名鉄バ

ス星ヶ丘・豊田線の運

行費を補助 

補助金 同 左 同 左 

巡回バス予備車両

維持管理費 

（くらし協働課） 

巡回バスの予備車両に

係る維持管理 
業務委託 同 左 同 左 

 

  ⑵ 近隣市との連携、広域的な交通手段の充実 該当なし 

 

 ８ 安定した水道の供給と下水の的確な処理を進める 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

使用料徴収委託 

（下水道課） 

愛知中部水道企業団の

事務として行う、下水

道使用料の納付書発

行、督促及び催告事務

に係る費用の負担金 

負担金 同 左 同 左 

使用料徴収委託（旭

ヶ丘） 

（下水道課） 

愛知中部水道企業団の

事務として行う、下水

道使用料の納付書発

行、督促及び催告事務

に係る費用の負担金 

負担金 同 左 同 左 

流域下水道建設負

担金（下水道課） 

愛知県が実施する流域

下水道事業の建設費負

担 

負担金 同 左 同 左 

持続可能な汚水処

理システム構築に

向けた都道府県構

想見直し事業（下水

道課） 

東郷町汚水処理適正化

構想及びアクションプ

ランの策定 

委託料 同 左 同 左 

 

  ⑴ 水洗化の推進 該当なし 

  ⑵ 市街化区域の下水道整備 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

公共下水道建設事

業（下水道課） 

白土地区の下水道整備

及び牛廻間・白土地区

の舗装復旧 

工事等 同 左 同 左 

東郷セントラル土

地区画整理事業 

（下水道課） 

東郷セントラル土地区

画整理事業の進捗状況

に合わせ公共下水道を

整備 

工 事 
設 計 

工 事 
工 事 
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  ⑶ 下水道の維持管理 

事 業 名 事業の概要 
事 業 内 容 等 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

下水管渠調査業務

（下水道課） 

管種がヒューム管のエ

リアの調査及び不良箇

所の修繕 

工 事 同 左 同 左 

旭ヶ丘地区管渠修

繕工事（下水道課） 

老朽化した管渠の修繕

及び蓋の取替 
－ － 工 事 

下水道管渠耐震対

策業務（下水道課） 

耐震基準が満たされて

いない重要な幹線管路

の未耐震箇所の改修 

工 事 同 左 同 左 

 

  ⑷ 上水道の安定供給 該当なし 

 

 

 

 

 

【計画事業費等】                          （単位：千円） 

 事業費 特定財源 一般財源 
 

うち投資的経費 

地産地消により農業の活性化を

目指す 
20,565 14,595 5,970 △6,630 

町の産業を活性化し、新たな産

業の誘致・育成を進める 
0 0 0 0 

魅力ある市街地を整備する 272,864 239,400 33,464 △10,879 

緑豊かなうるおいのあるまちを

つくる 
69,890 10,151 59,739 46,050 

美しい街並み景観のあるまちを

つくる 
0 0 0 0 

安心して通行できる道路網を整

備する 
534,673 380,539 154,134 107,397 

公共交通の利便性を高める 274,766 13,263 261,503 97,403 

安定した水道の供給と下水の的

確な処理を進める 
759,087 538,037 221,050 67,357 

計 1,931,845 1,195,985 735,860 300,698 
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